
 

 
 
『受益者負担（使用料・手数料）に関する基本方針』に基づく 

「手数料見直しの考え方」 
 

舞鶴市では、これまで広く市民の意見を聞いて、本年 4月に策定した 

「受益者負担（使用料・手数料）に関する基本方針」に基づき、手数料の

条例を改正する。 

 

◆ 手数料はこれまで統一的な考え方で料金が算定されておらず、長年見直しもされて

こなかった。 

◆ 「手数料」について「コストを基にした統一的な考え方」のもとで算定し直すもの。 

◆ 今回、「基本方針」に基づき改正を行うものは、改正条例 4件、51手数料 

 

 

１． 手数料の算定 

証明書等の発行に係る事務経費（人件費、物件費）を算出 

 

２． 各種調整（基本方針Ｐ13～14） 

 同サービス同金額として調整 

・り災証明（税務課発行・消防本部発行） 

・納付証明（介護保険料、国保料、後期保険料・保育料） 

 

 発行に相当の作業を要するもので事業・収益活動のために利用する証明は、概ね

かかったコストを負担する： 

・ 用途地域証明、区画整理確定測量等証明 

・ 道路幅員証明 

 

 手数料条例は分かりやすく改正することとする。 

「別表（３８）その他証明」としていた多数の証明は、できるだけ項目立てする。 

 

３． 激変緩和措置（基本方針Ｐ20） 

統一的な考え方に基づき、手数料の料金を算出した結果、従来の手数料と比べ、

急激な値上げとなり、市民生活への影響が懸念される場合には、激変緩和措置とし

て「一定の幅」の値上げに収めるよう、手数料を設定。 
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現使用料 改定限度率 手数料数 

500円未満 2倍 26 

500円以上 1,000円未満 1.8倍 １ 

1,000円以上 3,000円未満 1.6倍 ０ 

3,000円以上 5,000円未満 1.4倍 5 

5,000円以上 1.2倍 ０ 

 
 
４．政策的に配慮が必要なものは、料金を据え置いたり、値上げ幅を低く

するなど考慮 
 
 料金を据え置く手数料 

社会的弱者である方への証明書の発行にかかる手数料についてはこれまでと同様

に無料とする。 

 

５． 施行時期 

平成 31年 4月から施行 

 

６． 検証と見直し（基本方針Ｐ20） 

今回、受益者負担の適正化の取組を初めて行うことから、2 年を経過した後、その  

結果を検証し見直しする。 








